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国総研、土研の専門家にチリ政府公共事業省より感謝状 
～多くの震災経験に基づくメイドインジャパンの耐震技術で国際支援～ 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．経緯 
 チリ政府公共事業省では、2010 年 2 月 27 日に発生したチリ地震（マグニチュード 8.8）
によって甚大な橋梁被害を受けたことを踏まえ、新しい橋梁耐震基準の策定を進めてきまし
た。その検討を支援する技術協力「橋梁耐震設計基準」が（独）国際協力機構（JICA）によ
り 2014 年 9 月から実施されました。国総研と土研は、産学の耐震技術の専門家と協力して技
術的な支援を行ってまいりました。 
 
２．技術協力の成果 
 日本とチリ両国の技術者間で、日本の数多くの震災経験に基づく耐震技術をチリで適用す
る場合の考え方に関する議論、意見交換が行われた結果、液状化に対する設計法や落橋防止
システムの設計法など、橋梁の耐震性向上に重要となる日本発の技術が導入されました。 
 今後も、日本の現状等に関する情報提供等を通じながら、本技術協力の成果を土台とする
様々なガイドライン・手引き等の策定を継続的に支援していく予定です。 
 
３．贈呈式の概要 
 10 月 4 日、チリ政府内務省において、在チリ日本国大使 平石好伸氏ご出席のもと、JICA
副理事長 越川和彦氏とともに、チリ政府公共事業省次官 Sergio Galilea Ocón 氏より新しい
橋梁耐震基準と感謝状が贈呈されました。次官からは、日本の技術協力に関して感謝の意が
示されました。この贈呈式は、日本・チリ修好 120 周年を記念する事業の一環として行われ
たものです。 
 
 

 

（問い合わせ先） 

国土技術政策総合研究所 道路構造物研究部 道路地震防災研究室 室長片岡・研究員石井 

TEL：029-864-3245 FAX：029-864-0598 

（国研）土木研究所 構造物メンテナンス研究センター 上席研究員大住・主任研究員岡田 

TEL：029-879-6773 FAX：029-864-6739 

資料配布の場所 

1. 国土交通記者会 

2. 国土交通省建設専門紙記者会 

3. 国土交通省交通運輸記者会 

4. 筑波研究学園都市記者会 

平成２９年１２月１日同時配布 

〇国総研と土研は、チリ政府からの(独)国際協力機構(JICA)を通じた要請により、2010 年

チリ地震での被災を受けてチリ政府公共事業省が実施する橋梁の新しい耐震基準の策定

に関し、産学の耐震技術の専門家と協力して技術的な支援を行ってまいりました。 

〇チリ政府公共事業省は、国総研、土研による技術支援を踏まえ、本年６月に橋梁の新しい

耐震基準を策定しました。新しい耐震基準では、2010 年チリ地震による被災状況を踏ま

え、液状化に対する設計法や落橋防止システムの設計法など、橋梁の耐震性向上に重要

となる日本で開発された耐震技術が導入されました。 

〇このたび、国総研、土研の専門家がチームとして取り組んでまいりましたこの技術支援に

対し、チリ政府公共事業省より以下の４名に感謝状が贈呈されました。 

・運上茂樹  東北大学教授（支援当時 土研耐震総括研究監） 

・星隈順一  国総研熊本地震復旧対策研究室長（同 土研構造物ﾒﾝﾃﾅﾝｽ研究ｾﾝﾀｰ上席研究員） 

・片岡正次郎 国総研道路地震防災研究室長 

・大住道生  土研構造物ﾒﾝﾃﾅﾝｽ研究ｾﾝﾀｰ上席研究員 



 

 

 

 
本年 10 月 4 日、チリ政府内務省講堂において、新しい橋梁耐震基準と感謝状が贈呈

されました。写真左より Ocón チリ公共事業省次官、越川 JICA 副理事長、片岡国総研

道路地震防災研究室長 

 

 

 
それぞれの専門家に新しい橋梁耐震基準の策定に関する感謝状が贈呈されました。 

  



 

    

 

道路マニュアル 

第 3巻 

指示と設計基準 

3.1000 章 

橋梁および関連構造物 

付録 3.1000-A 

チリの橋梁設計の耐震基準 

2017 年 6 月 

2017 年版 

さらに本基準は、JICA を通じて協力を要請した

国土交通省、国総研、土研の専門家の貴重な知

識と助言により改善された。 

新しい橋梁耐震基準の表紙。道路マニュアルの一部を

新しく策定したものです。 
JICA を通じた国土交通省(MLIT)、国総研(NILIM)、土研(PWRI)

の技術協力の貢献が序章に明記されています。 


